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○渡辺委員長 次に、山井和則君。 

○山井委員 甲斐中委員長もお越しをいただいて、ありがとうございます。 

 今、長妻委員からも話がありましたが、漏れた年金問題、びっくりしましたね。三カ月間国会で審議をしてき

て、土壇場になって、実は最初の攻撃は厚生労働省だった、そのことを三カ月間隠してきた。私はもうこれは、厚

生労働大臣、大問題だと思いますよ。 

 今までは機構が悪かったとかそんな議論だったけれども、何のことはない、最初のメールの攻撃は厚生労働省

じゃないですか。先ほど黒塗りが問題だとか言っていたけれども、黒塗りどころか隠蔽していたじゃないですか。

この三カ月間の集中審議の時間を返してくださいよ。 

 根本的に、機構問題という以前に厚生労働省問題じゃないですか。塩崎大臣は、何も仕事をしていないどころ

か、この三カ月間、一番重要な情報の隠蔽までしていた。そういう意味では、これは塩崎大臣の進退にもかかわる

問題だと私は思います。 

 本当にひどい。言い方は悪いけれども、どっちかというと機構の責任にして、厚生労働省は今まで隠して逃げ

ていた。では、もし検証委員会で甲斐中委員長が四月二十二日のことを発見していなかったらこれはどうなって

いたんですか。機構のミスだったで終わっていたかもしれませんよ。とんでもないです。そういう意味でも甲斐

中委員長には心より御礼申し上げたいと思います。 

 このことについては私は後ほど追及したいと思いますし、また、百十人の年金業務にかかわっている方々の未

払い賃金の問題も追及したいと思いますが、冒頭、株が大幅に下落をしております。 

 八月十八日に二万六百円、それが、昨日の終わり値では、八月二十五日では一万七千八百円と、大幅に下がって

いるわけですね。二千八百円下がっているわけです。そして、言うまでもなく、塩崎大臣は、漏れた年金情報問題

の隠蔽だけではなく、まさに、株が下がれば年金がどんどん減っていくということに当然なるわけですから、そ

ういう株式の運用比率の拡大をされたのが塩崎大臣であります。 

 ですから、私は、冒頭議論したいと思うのは、今回、アベノミクス以来最大の下げ幅、六日連続下がっているわ

けですけれども、これは、株を持っている人だけの問題ではなく、年金生活をしている人にも非常に影響を及ぼ

すわけです。 

 そこでお聞きしたいんですが、先ほど質問通告をさせていただきましたが、昨年の三月末の時点、そして昨年

の九月末の時点、そしてことしの三月末の時点で、ＧＰＩＦによる国内株式の運用額はどれだけ変化し、パーセ

ンテージはどれだけふえているか、その数値をまず御報告ください。 

○塩崎国務大臣 まず第一にお願いは、質問は事前に通告をしていただきたいと思います。（山井委員「してあり

ます」と呼ぶ）先ほど私どものスタッフがそこいらで聞いたという話ですから。普通は二日前の夕方までという

のが言ってみれば議会の礼儀というか常識だというふうに思います。おまけに、きょうは年金情報流出問題とい

うことでございますが、今はＧＰＩＦの話ということでございますので、それで今、急遽、担当の者が飛んでき

て、数字だけもらいまして、正確なところは、今数字を初めて見たところでございます。 

 二十六年の三月末の国内株式ですか、御関心は。（山井委員「そうです」と呼ぶ） 

 これは二十・八兆円、比率でいきますと一六・五％というのが昨年の三月末の時点の数字でございます。それか

ら、昨年の九月末では二十三兆九千億円、比率でいきますと一七・八％、そして、二十七年三月末、ことしの三月

末でございますが、これは三十一・七兆円、比率でまいりますと二二・〇％、こういう数字になっているところで

ございます。 

○山井委員 小数点以下は四捨五入させていただいて、つまり、昨年三月末は、一六％の国内株式の運用比率で

二十一兆円、昨年九月末には、それが一八％になって約二十四兆円、そして、ことしの三月末では三十二兆円で約

二二％。ということは、昨年三月からことしの三月までで六％運用比率が拡大して、そして十一兆円国内株式の

資産がふえている。さらに、昨年九月と比べると、一八％から二二％ですから四％、そして資産運用額では約八兆

円ふえているということになると思います。 



 今これは官製相場と言われているんですね。つまり、個人投資家が買っているとか海外投資家が買っていると

いうことよりも、ＧＰＩＦ等々の、日銀、ほかのところも含めた公的資金が株を買って、経済実態以上に株が上が

っているのではないかという指摘もあるわけです。 

 そこで、塩崎大臣、最新の数値、ＧＰＩＦの株式運用比率、額、六月末のものがあす発表になると聞いておりま

す。となると、ことし三月末が二二％で三十二兆円だったのが、さらに上がってくるのかというのが一つの焦点

になるんです。なぜならば、一応上限は二五％になっていますから、もういっぱいいっぱいになってきたら、これ

以上買えないのではないかという指摘も出てきかねないわけですね。もちろん、これは変動値九％があるわけで

すが。 

 ここにありますように、株価は上がっているわけです。しかし、この株価が下がれば、もちろん長期的な話です

けれども、年金資産も減っていって、年金の給付額が減るということにもつながってくるわけです。 

 そこでお聞きしたいんですが、八月十八日から八月二十五日、きょうまた少し上がっているみたいですけれど

も、とにかくきょうのことはまだ結果が出ていませんのでおいておいて、この六日間で二千八百円下がりました。

となると、大臣、ちょっと考え方として教えていただきたいんです。 

 最新の情報は、私たちが持っているのは三月末で約三十二兆円だった。それで、二万六百円から一万七千八百

円に六日間で一四％下がっている。かといって、これは国内株式の平均のものをＧＰＦＩが買っているかどうか

もわかりません、当然。ただ、一つの機械的な計算として塩崎大臣にお伺いしたいんですけれども、三十二兆、最

新の情報が三月末しかありません、三十二兆円だった。その一四％を掛けると約五兆円という数字が機械的には

出てくるんですけれども、ＧＰＩＦが何を買っているかは私も知りませんから、正確な答弁は結構ですけれども、

可能性としたら、三十二兆円掛ける一四％で、この六日間で年金資産が五兆円ぐらい目減りをしている可能性も

あるという理解でよろしいですか。機械的な計算です。 

○塩崎国務大臣 まず第一に、この基本ポートフォリオは、もう先生御存じだと思いますけれども、二五％でフ

ィックスをしているわけではなくて、これは資産構成の割合で、それに加えて乖離許容幅というのがございます。

プラスマイナス九％ですから、二五％がどうのこうのということで運用しているようなことはないと思います。 

 何よりも大事なのは、長期的な分散投資をすることによって安全かつ効率的な運用をして、長期的な年金財政

的に見て必要な利回りを確保していく。今回は名目賃金上昇率プラス一・七％ということでお願いをしているの

が今の運用の基本方針で、それに基づいて基本ポートフォリオが組まれているわけでございます。 

 今の数字の掛け算は、誰がやっても数字は掛け算すれば答えが出てくるわけですから、それはどうぞ、私が別

にオーソライズするような話ではございませんので、学校に行けばどこでも教えてくれます。 

○山井委員 今の答弁で、もちろん正確な額ではないですが、三十二兆円、そして一四％六日間で下落した、約五

兆円年金資産が下がっている可能性があるということであります。 

 だから、もうかったときはもうかったとおっしゃっているけれども、株というのは当然下がるときもあるわけ

です。もちろん、三十年、五十年の長期スパンというのはわかります。でも、やはり、この目先の中で塩崎大臣や

安倍総理がアベノミクスといってやられていることが、非常にリスクのある、ギャンブル性のあるものになって

はいないかという不安を持っているわけですね。その一つの例が、ここ六日間だけでも五兆円ぐらい、たった六

日間ですよ、五兆円ぐらい年金の積立金が下がった可能性があるということであります。 

 これは、塩崎大臣、アベノミクスの一つの目玉で、昨年十月から二五％に国内の株式運用比率を引き上げられ

ました。今回みたいにもし下がり続けた場合、五兆円にとどまらず、どんどんどんどん国民の年金資産が目減り

するリスクが高まったわけです。もちろん、もうかる可能性も高まったけれども、損をするリスクも高まってい

る。つまり、このぶれが高まっているわけですね、国債じゃなくて株で運用することによって。 

 もし、塩崎大臣が拡大したことによって、こういう世界同時株安等々で下がった場合に、塩崎大臣はどのよう

に責任をとられますか。 

○塩崎国務大臣 年金というのは、どこの国でも長いスパンで、長い視野で投資をしていくことでございまして、

我々にとって最も大事なのは、年金財政上必要な積立額というのが一番大事なんですね。これは、長期的に見て

ちゃんとそれが確保できるためのポートフォリオの組み合わせはどういうものかということを考えて、専門家が



それを決めていくというのが基本ポートフォリオであるわけであります。 

 仮に、一番安全だという、今先生がおっしゃっている、多分一番イメージされるのは国債だろうと思いますけ

れども、国債の金利で年金財政上必要な積立金を稼ぐことができるかというと、それはできないのであって、だ

からこそ、いい組み合わせをどうやってつくっていくかということを専門家に考えてもらった上で現在のポート

フォリオの組み合わせを決めているわけでございます。 

 単年度の収益率のぶれ幅というのが大きくなるのは、いわゆる標準偏差と呼ばれているものが大きくなるので

あって、しかし、もっと大事なことは、それを含めて年金財政上必要な積立金を下回るリスクはどうなのかとい

うことであって、その下回るリスクが少なくなったということが今回の基本ポートフォリオの変更の最大の変化

点であって、これは、日々の相場の上げ下げのことだけで計算をしていくようなことは年金の財政を見ている者

は普通はしないで、長い目で見てどうなのかということを安全かつ効率的な運用の基本方針のもとで絶えず考え

ているというのが世界の常識だと思います。 

○山井委員 私は極めて無責任だと思うんですね。長いスパン、長いスパンという言いわけで非常に老後の年金

をリスクにさらしているように思えてなりません。 

 きょうの配付資料の十ページ目にもありますように、例えば、ＧＰＩＦの株買いはいつまで続くんだと。あし

た発表になりますけれども、これがもう二五％に近づいていたら、今までは、先ほど言ったように、国内株の運用

は八兆円ふやしたわけですね、ここ半年間で。ところが、それがもう天井に来たら逆にブレーキになるんじゃな

いか。この新聞記事にもありますように、ある専門家は、六月末では二三・七％ぐらいで、あした発表になる六月

末の最新の数値は二五％に上がっているのではないか、そういう予測もされておられます。 

 また、この配付資料においても、次のページ、「株買い目標間近か、」と。つまり、今まではＧＰＩＦがどんどん

どんどん、株を数兆円買い増していたから、海外投資家も個人も多少買って、実体の経済状況よりも割高に、株高

に演出された官製相場になっている。そして、伊藤教授も、あと一、二年は大丈夫とおっしゃっているわけですけ

れども、これはもちろんわかりません。誰にもわかりませんが、逆に言えば、ＧＰＩＦで株式運用比率を引き上げ

る出口戦略が必要なんですね。買い増していくときは株は上がりますよ。ところが、いつか天井に来てしまった

ときには、逆に株が大幅に下がってしまうのではないか。 

 私が思うのは、安倍総理は、アベノミクスといいながら、今回の安全保障法案やあるいは憲法改正かもしれま

せん、そういう自分のやりたい政策をするまではとにかく株を上げておいたら支持率も高くなって、そしてやり

たいことができるのではないか、そういう指摘も出てきております。私は、年金というものは、そういうＰＫＯ、

株価引き上げ対策や株価対策に使ってはならない、これは国民の年金保険料なわけですから、そう思うわけです。 

 そこで、塩崎大臣、先ほど何か二五％は関係ないみたいなことをおっしゃっていましたけれども、関係ないな

んということは絶対ありませんよ。二五％が一つの目安ですからね。そういう意味では、あした発表の数値、これ

が二五％にどれだけ近づいているのか、そういうことは、今後のＧＰＩＦの国内株式をどれだけどういうふうに

買うかということに少なからず影響を与えるのではないか。全く与えないなんということはあり得ないと思いま

す、二五％が上限になっているんですから、ルールなんですから。 

 あした発表されるパーセンテージが今後の株式運用に少なからず影響を与える可能性があるんじゃないか、そ

のことについてお答えください。 

○塩崎国務大臣 先ほど申し上げたように、基本ポートフォリオは、乖離許容幅というのがあります。前は、国内

株式一二％に対してプラスマイナス六％というのがありました。今は、二五％プラスマイナス九％という数字が

あります。 

 したがって、何をもって運用をしているかというのは先ほど申し上げたとおりであって、長期的に見て安全か

つ効率的に運用するということが大原則で、その分散投資がどう行われるかというような組み合わせは、それは、

そのときの経済情勢や経済の見通し、そして市場の動向などをよく考えた上で日々選んでいるわけで、当然、国

債の方が多いわけですから、国債についてどうするのかということについても、運用者は日々、細かく動向を見

ながらさまざまなことをされているんだろうというふうに思います。もちろん、その日々のことについては、私

どもは全く、指示をするわけでもないわけでありますので、どのようなことが起きているかは数字が公表された



ときにわかるということでございます。 

 そういうことでございますので、あした発表されるとおっしゃる数字がどう出ようとも、大事なことは、中長

期的な年金財政のために、年金財政上必要な額を確保できる運用が行われているかどうかということを最も我々

としては注視をしながら、監督官庁としてＧＰＩＦを見ていくというのが基本でございます。 

○山井委員 このテーマはこれぐらいにしますが、改めて申し上げますが、今回、アベノミクスと言われる経済

政策で株高が演出されていますけれども、それは、ＧＰＩＦが国内株を数兆円買い増していったまさにその経過

でもあるんですね。 

 ところが、あした発表される数値が二五％に近づいていたら、普通は、二四％より低かったらもっと買おうと

いうことになるに決まっているわけであって、二五％よりふえたら、では売ろうということにもなる可能性は出

てくるわけです、二五％が一つのベンチマーク、上限なわけですから。そういう意味では、上がってきた株価が、

二五％の上限に近づくことによって、一歩間違うと、市場関係者のいろいろな推測によって下がるリスクがある

ということを指摘しておきます。 

 これも、下手をすれば、一つの漏れた年金問題、消えた年金問題になりかねないリスクがあると私は思います。 

 そこで、漏れた年金情報の問題です。 

 先ほど西村委員そして長妻委員の質問も聞いておりましたけれども、やはり余りにもひど過ぎる。今ごろにな

って、四月二十二日が最初の攻撃でしたと。 

 この配付資料の一ページ目、与党の議員の方々も含めて、漏れた年金問題の資料はこの資料だったでしょう。

五月八日に最初のメール攻撃が日本年金機構にあった、今回の事件はこれから始まっていたじゃないですか。こ

れは六月四日ですよ。それが今になって、実は一番最初の攻撃は四月二十二日でしたと。こんなひどい話はあり

ませんよ。それに対して塩崎大臣はいまだに謝罪一つされていない。私はあり得ないと思いますよ。本当にこれ

はひど過ぎます。 

 それで、甲斐中委員長にお伺いしたいと思います。 

 今回の報告書の一番大きなポイントはここだと思うんですが、甲斐中委員長はいつ、いつごろで結構です、五

月八日の機構への攻撃ではなくて、四月二十二日の、第一発目の攻撃は厚労省にあったんだというのをいつごろ

お知りになって、そのときにどういう感想を持たれたか。お願いいたします。 

○甲斐中参考人 ちょっと正確には思い出せませんが、四月二十二日に厚労省に対する類似の攻撃があったとい

うことを認識したのは、七月の下旬から八月の上旬ころです。 

○山井委員 そのときの感想、印象を。 

○甲斐中参考人 驚いたことは驚きましたけれども、さらにそれを、詳しくどういう内容のものであるかという

ことをさらに調べていくうちに、ああ、これは非常によく似た攻撃だということで、それがさらに機構にどうい

うふうに連絡されているのかということを調べていったところ、機構には連絡がなかったということがわかって

きた、こういう経過です。 

○山井委員 先ほどの長妻委員の質問の続きを甲斐中委員長にさせていただきたいんですが、今おっしゃったと

ころは一つの核心なんですが、類似の攻撃だと。これは、類似の攻撃であることは検証委員会が判断されたのか、

それともヒアリングの中で厚生労働省の方が類似の攻撃であるということをおっしゃったのか、そこをお教えい

ただけますか。 

○甲斐中参考人 もちろん、最終的には報告書をまとめた私たち委員会が判断しました。 

 類似の攻撃であるということは、厚労省の中の情参室から統計情報部に対するメールの中に一行書いてござい

ました。検知内容が類似である、正確にはそういうことです。 

○山井委員 先ほどの塩崎大臣の答弁と違うじゃないですか。類似の内容だというメールが行っているんじゃな

いですか。 

 さらに、この配付資料の三ページにありますように、書いてあるじゃないですか、ここに、三ページ一番下。 

 ただし、厚生労働省統合ネットワークの運用管理者側では、四月二十二日に発生した不審な通信の通信先のド

メインと五月八日に発生した不審な通信のドメインが同一であったから、五月八日にブロックしたと。 



 知っていてブロックまでしているじゃないですか。何を知らなかったとか言っているんですか。 

 本当に、甲斐中委員長、一般の組織でこんなことがあり得ますか。一番重要な予兆、端緒、スタート、それが三

カ月も隠されていた。情参室の一部の人、あるいは年金局かもしれない、一部の人しか知らされていなかった。一

般企業でこんなんだったら、私は倒産しているんじゃないかと思うんですよ。 

 担当の係長が五月八日に厚生労働省で聞いて二十五日まで十八日間上げなかった、あるいは今回のことも、一

部の情参室の人が聞いて一番重要な情報を三カ月間も上に上げなかった。私はもう本当に組織の体をなしていな

いんじゃないかと思いますが、このことについての甲斐中委員長の御評価をお聞きしたいと思います。 

○甲斐中参考人 情参室を中心とするセキュリティー体制が弱体であった、情報連絡体制が不十分であったとい

うことは、報告書に記載したとおりであります。 

○山井委員 それで、今回全容解明は委嘱されていないということを甲斐中委員長は昨日も答弁されております

し、この配付資料にもありますように、二ページ目、今回検証委員会に委嘱されたのは初動及び事後の対応につ

いてであって、全容解明は委嘱されていないんです。全容解明は、先ほどの西村議員や長妻議員にもあったよう

に、厚生労働省が責任を持って、あるいは検証委員会に委嘱をしてやるべきだと思います。まだ全容解明はされ

ていないんですよ。 

 塩崎大臣、厚生労働省の責任で全容解明、私はびっくりしましたよ、全容解明を委嘱されているんだとばかり

思っていたら、全容解明は委嘱されていないとおっしゃっているんですから。全容解明を今の四月二十二日問題

も含めてする必要があります。塩崎大臣、いかがですか。 

○塩崎国務大臣 これはきのうも参議院での質疑でお答えを申し上げましたけれども、今回、きちっと書いたも

ので、甲斐中委員長に私から今回の検証委員会で何をやっていただきたいかということを書きました。その中で、

日本年金機構及び厚生労働省の組織並びに初動及び事後の対応について検証し、原因の究明を行うとともに効果

的な再発防止策について検討し、報告することを求めますと六月の八日にお願いをしたものでございます。 

 これの中から原因究明そして再発防止策をやっていただくということであれば、当然のことながら、原因究明

として御指摘をいただくこと、あるいは再発防止策として御指摘をいただくことに足るだけの解明はなされてい

るものだというふうに私どもは理解をしておるところでございます。 

 今先生がおっしゃっている百二十五万件以外の情報流出については、これは関係者へのヒアリングやあるいは

フォレンジック調査などで、できる手段は全て使って調査を実施して、その結果として、現時点においては百二

十五万件以外の情報流出は確認をされていないというのが、これはＮＩＳＣの方の報告書でも、そして機構の方

の報告書でも、そしてまた甲斐中検証委員会の方でも確認をいただいているというふうに理解をしているところ

でございます。 

○山井委員 塩崎大臣のおっしゃっていることと水島理事長のニュアンスは全然違いますよ。 

 昨日の参議院の答弁でも、水島理事長は、今後新たな流出が判明する可能性は極めて小さいとは思いますが、

ないとは断定できない、さらに、四情報以外の情報についても流出されている可能性としては否定はしておりま

せんと。四情報以外も流れている可能性はある、百二十五万件以外流出している可能性も否定できないと言って

いるじゃないですか。 

 そして、まさに機構の報告書でも、配付資料五ページにありますが、共有ファイルサーバーが実際にどのよう

に運用され、中に何が入っているかは現在まだ調査を行っている。昨日の参議院の答弁では、七割の調査はやっ

たけれども、まだ三割はやっているということなんですよ。ということは、まだこれは調査中じゃないですか、四

情報以外のことも、百二十五万件のことも。 

 塩崎大臣、まだ三割の共有ファイルサーバーの調査も残っている。最終報告はいつまでにされるんですか。ま

さかこれで終わりじゃないでしょうね。調査はまだ残っていて、まだ調査はされていて、四情報以外、百二十五万

件以外流出されている可能性は否定できないと理事長はおっしゃっているわけです。最終報告はいつまでにされ

ますか。 

○塩崎国務大臣 機構の方の報告書で何と書いてあるかと申し上げますと、フォレンジック調査等の結果、お客

様の個人情報に関しては、現在判明している百二十五万件以外の新たな情報流出は確認されていませんというこ



とを申し上げているわけで、フォレンジック調査が一〇〇％確実かと言われれば、それはそうではないかもわか

らないという程度のことであって、やはりフォレンジック調査は、甲斐中検証委員会からも、五月八日にフォレ

ンジック調査をやるべきだったということも言って、どういう情報流出が行われたかということをしっかりと検

証すべきだったという指摘を受けているぐらいでございます。 

 今申し上げたフォレンジック調査等の結果、百二十五万件以外の新たな情報流出は確認をされていませんとい

うことを申し上げているので、これは、今知り得る限りの情報でいけばこういうことだということで申し上げて

いるわけでございます。 

 今後、もちろん共有ファイルサーバーの中身については、膨大な情報がたまっているわけで、これは基幹シス

テムから移されたものはそのごく一部であって、他にいろいろな業務のファイルがあると私は聞いているわけで

ございまして、そういうようなものの分析については、この国会での御審議から強い御要望もありますし、何よ

りも、何が入っているのかということをきちっと整理する意味でもこの調査は続けていくことは間違いないわけ

でありますけれども、流出という面においては、三十一台の感染したパソコン、そしてサーバーなどを徹底検証

した結果は、百二十五万件以外は出ているということは確認されていないというのが現状の正確な表現だという

ふうに思っております。 

○山井委員 答えていないですし、七割しか共有ファイルサーバーもやっていないんですよ。 

 申し上げておきますが、これで幕引きなんということはやめてくださいよ。四情報以外も、百二十五万件以外

も出てくる可能性もあるわけですし、七割しか共有ファイルサーバーも調べていなくて、報告書に、今調査中だ、

やっている最中だと出ているんですから、ぜひこの委員会にその最終報告を出して、ぜひ改めて集中審議をこの

場でやっていただきたいと思います。 

 時間の限りもありますので、次の議題。 

 百十人の日本年金機構の業務をされている方々が二月と三月の賃金未払いになっている件。 

 これについて、日本年金機構が委託した業者がいいかげんだから金が払ってもらえていないわけで、その責任

は日本年金機構にあるわけです。 

 きょうの配付資料にも入れさせていただきましたが、これについては、九ページ目、平成二十年の閣議決定文

書、「日本年金機構の当面の業務運営に関する基本計画」。どう書いてあるか。つまり、委託はしてもいいけれど

も、「外部委託を行う際には、委託した業務の最終責任を負うのはあくまで機構である」ということが書いてある

んですね。 

 その意味では、百十人の未払い賃金、早急に全額払うべきだと思いますが、塩崎大臣、どうされますか。 

○塩崎国務大臣 未払いの賃金についてのお尋ねかというふうに思いますが、これについては、八月の二十一日

付で、ＫＤＣが事実上の倒産状態にあって未払い賃金立てかえ払い制度の対象となるということを認定いたした

ところでございまして、今後、未払い賃金額が確定した方から速やかに立てかえ払いを行うこととなるわけでご

ざいます。 

 未払い賃金額の確定のための調査に要する期間は、複雑な事案でなければ倒産状態の認定から通常二カ月以内

でございまして、本件については、二カ月以内に立てかえ払いを行えるように私どもとしても最大限努力をして

まいりたいというふうに思っているところでございます。 

○山井委員 これも変な話で、三月二十五日から賃金未払いが問題になって、そして結局、何ですか、その認定が

始まったのが八月二十一日、先週金曜日。連絡があったのが一時半、私の質問が終わったのは十二時十五分。つま

り、国会で追及されたら、じゃあそうしましょうと。そんないいかげんな話ですか、それは。 

 それに、大体、これは八割しか出ないじゃないですか。フルタイムの人だけじゃなくて、七、八割、多くの方

は、これは短時間労働の方も多いわけであって、八割では当然だめで、全額払うのが当然でしょう。なぜならば、

禁止された再委託、それがされていることに気づきながら再委託を続けて、こういう未払いという失態を起こし

た根本の責任は、閣議決定にもありますように、年金機構がとるべきなんです。だから八割ではだめですよ。 

 この問題は、私は、今回の漏れた年金問題とも絡んでいると思うんです。つまり、現場で一番大変な仕事をされ

ている非正規の女性の方々、封入業務や入力業務、その方々に対して全額賃金を払わない、八割しか払わない。普



通だったら、三月から八月までもう五カ月もたっているわけですから、遅延加算金をつける話ですよ、割り増し

を払う話ですよ。それが八割しか払えないというのは、私はおかしいと思います。全額払うべきだと思います。ぜ

ひ払ってください。塩崎大臣、いかがですか。 

○塩崎国務大臣 山井先生、日本は法治国家でありまして、なおかつ、社会主義じゃなくて資本主義であります。

基本的に賃金を支払うべきは企業のサイドであって、これが払えないのかどうかということについて、払える限

りは払えということをずっと私どもは、機構として、毎週二、三回は必ず電話をし、そして、この会社にも、この

間少なくとも三回ぐらいは直接出向いて、この件についての話をしてまいりました。 

 先ほど先生が、国が責任をとるべきで、機構が責任をとるべきだ、「外部委託を行う際には、委託した業務の最

終責任を負うのはあくまで機構であることにかんがみ、」こう書いてあるわけでありますけれども、これは業務の

最終責任であって、これを、賃金を不払いだからといって国が払うということはなかなかないことではないかな

というふうに思っているわけで、未払い賃金立てかえ払い制度、これは法律に基づいてつくられているものであ

りますから、これが適用された場合であっても、事業主の賃金支払い義務が免除をされて国がそれをかわって払

うなんということはあり得ないわけで、それが法治国家たるゆえんだと思います。 

 したがって、本件による給与未払いの問題については、これは、引き続き委託業者へ賃金の支払いを求めてい

くように機構に対して要請をして、機構が委託業者に対して、倒産状態ということではありますけれども、払え

ということをずっと言い続けるというのが機構としての責務だというふうに理解をしております。 

○山井委員 法治国家だから全額払わせるのは当たり前じゃないですか。ブラック企業対策とか言いながら、一

番ブラックなのは厚生労働省と日本年金機構じゃないですか。残業代を払えという話じゃないんですよ、これは。

全額給料を払うのは当たり前じゃないですか、法治国家で。それを、そんな払わないような企業を選んだのは機

構であり、その監督責任は厚生労働大臣にあるんじゃないですか。ブラック企業の最たることをやって賃金を全

額払わないのは厚生労働省である。 

 最後に一問だけお伺いします。 

○渡辺委員長 既に持ち時間が経過しておりますので、質疑は終局してください。 

○山井委員 はい。 

 株式が今、アベノミクスが始まって以来どんどんどんどん落ちていますが、そういうことを含めても、やはり、

こういう株式の運用比率を上げていくということは年金生活者にとって非常にリスクを伴うと私は思います。そ

のことを強く申し上げまして、私の質問を終わります。 

 ありがとうございます。 


